平成１９年度　第３回

広島市国民健康保険運営協議会
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　　　　　　　　　　                            　　　　　　　　　以上１２名
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以上　２名

　事務局　　　社会局長・社会局保険担当部長・保険年金課長・保健指導担当課長

課長補佐(事)管理係長・課長補佐（事）保険係長・

主幹・主幹・専門員・主査  　　　　　　                         
 以上１０名
平成19年度第3回広島市国民健康保険運営協議会議事録
都留会長　それでは運営協議会を開催させていただきます。皆様におかれましては非常に寒いところ、ご多忙中のところ、ご出席いただきましてありがとうございます。議事に早速入らせていただきますが、定員数１４名中出席されている委員の方が１２名でございますので、定足数を満たしておりますので、本日の会議は成立致しております。本日の議題は資料の通りですけれど、１７時ぐらいまでには終了したいと思いますので、よろしくご協力をお願い致します。

　また、傍聴人の方々は、お配りしている要領を守っていただき静かに傍聴していただきますようにお願い致します。

　では、始めさせていただきます。それでは、議事の一つ目の「平成２０年度国民健康保険事業特別会計予算案について」事務局の方、説明をお願い致します。

事務局(井上課長補佐)　はい、座ったままで失礼いたします。議事(１)の「平成２０年度国民健康保険事業特別会計予算案」について説明させていただきます。

　予算案を説明する前に、予算編成の前提となります平成２０年度に実施されます国民健康保険事業にかかわります医療制度改革の概要について、先ず説明させていただきます。お配りしている資料の２をご覧下さい。「国民健康保険事業に関わる医療制度改革(平成２０年度実施分)の概要について」でございます。将来にわたりまして持続可能な医療制度を堅持していくために、平成１８年に成立いたしました医療制度改革法によりまして改革が段階的に実施されております。そして、平成２０年度は次のとおり実施されます。

　先ず１番目、「特定健診・特定保健指導の実施」、この後、実施計画案についてご審議いただくようになっておりますが、保険者に義務付けられた、生活習慣病予防のための、４０歳から７５歳未満の被保険者を対象とした特定健診・特定保険指導が実施されます。

　２番目の「高齢者医療制度改革」でございます。増大を続ける高齢者の医療費について、高齢者世代と現役世代の負担を明確化し、公平で分かりやすいものとするため、高齢者医療制度改革が実施されます。

(1) 高齢者のうち７５歳以上の後期高齢者につきましては、「老人保健制度」が廃止され、独立した医療制度としまして、「後期高齢者医療制度」が創設されます。概要についてですが、別紙１をご覧下さい。左側に平成１９年度までの制度ということで、老人保健特別会計と市町村からのお金の流れがどうなっているかを示しています。
右側が後期高齢者医療特別会計ということで、これが来年度から実施される関係でございますが、これにつきましてお金の流れを示しております。先ず左側でございますが、網掛けした部分が市町村の国民健康保険事業との関わりというところです。老人保健事業につきましては市町村が主体となって、一番上に示しているように自己負担額以外については公費負担が５割、残りは老人保健拠出金５割で賄うということでございます。そして、市町村も保険者の一人として被用者保険と共に拠出金を支出している。社会保険診療報酬支払基金を通じて拠出金を拠出しているという流れを示しております。

　　　　次に右側ですが、後期高齢者医療広域連合、後期高齢者医療制度に付いては、広域連合を県単位に各市町で設立しまして、広島県も広島県後期高齢者医療広域連合というのがもう出来ておりますが、そちらが実施主体で自己負担以外については、この新しい制度ということで、被保険者から保険料を１割いただく、公費負担が残り、やはり老人保健と同じ５割、そして、従来、老人保健拠出金にあたるものが後期高齢者支援金ということになりまして、これが約４割という財源で運営されます。同じ網掛けの部分が市の国民健康保険との関わりですが、これを老人保健と同じように各保険者が被用保険者と共に支援金として支援する。支払い基金を通じて支援金を出すというお金の流れを示しております。以上が老人保健制度と後期高齢者医療制度との概要でございます。

　元の資料に戻っていただいて、

(2) あわせて６５歳から７４歳までの前期高齢者に関しては、被用者保険の退職者が、医療費の多くかかる時期に、国保に移ることによって生じる国保と被用者保険との医療費の負担の偏りを調整するため、従来の「退職者医療費制度」が廃止、経過措置がございまして６５歳未満の退職者については経過措置がございます。これが廃止されまして国保と被用者保険との間の財政調整を行なう、前期高齢者財政調整の仕組みが導入されるということでございます。これにつきましては別紙２をご覧下さい。同様に表にしておりますが、左側が平成１９年度までの退職者医療制度でございます。右側が来年度から実施される前期高齢者財政調整ということでございます。

　先ず、退職者医療制度の概要でございますが、一定要件(被用者年金保険加入期間２０年以上または４０歳以降に１０年以上ある者)を満たす被用者年金保険の退職者の医療費等を退職者自身と被用者保険の保険者が負担する制度ということでございます。退職者に係る医療費給付費等及び老健拠出金から退職者の納付した保険料を差し引いた額を社会保険診療報酬支払基金を通じて被用者保険が負担するということでございます。

　下のほうに図で示しておりますが、国民健康保険特別会計の内訳として、一般被保険者とは別に退職被保険者という枠組みがございまして、この退職被保険者分といいますか、この医療費給付につきましては医療給付費と現在の老健拠出が歳出になるわけですが、それについては退職被保険者から徴収する保険料と、あと残りは被用者保険が支払い基金を通じて拠出する退職者医療制度交付金・療養給付費交付金で賄うという制度でございます。これが退職者医療制度でございます。

来年度から実施される前期高齢者財政調整、これは右側の表で示しております。

概要でありますが、退職者医療制度を廃止し、６５歳以上７４歳以下の前期高齢者に係る医療給付費等及び後期高齢者支援金について、全医療保険者で財政調整を行なう。そのやりかたですが、各保険者の前期高齢者加入率が、全国平均を上回る場合は交付金を受給し、下回る場合は納付金を拠出して調整を行なうということでございます。それが国民健康保険特別会計の中でどのようになるかを同じように下の図で示しておりますが、従来は一般被保険者と退職被保険者できちっと歳入・歳出が分かれていたのですが、今度は前期高齢者も一般被保険者の中に入ってきまして、そこに「前期高齢者も含む」と書いてありますが、その中に一緒になるという格好になり、歳出、医療給付費等と後期高齢者支援金に対し、歳入は、国・県の支出金等、保険料それと一般会計の繰り入れ以外の部分については、市町村国保の場合は前期高齢者加入率が全国平均が２０年度で大体
１１.３７％という数字を示しておりますが、広島市の場合は約３２％と高いということで、市町村国保は前期高齢者交付金をいただくという立場で、支払基金を通じて従来の療養給付費交付金と同じような形で歳入として入ってきます。逆に全国平均より前期高齢者加入率が低い、そこに示しております主に被用者保険につきましては逆に納付金を支払うという形で、全体、全国レベルで財政調整を行うという制度でございます。以上が退職者医療制度と前期高齢者財政調整の概要でございます。　元に戻っていただきまして、

(３)これらを踏まえ、国民健康保険の保険料の賦課基準も改正され、これまで「医療給付費分」と「介護分」の２本立てでしたが、今度は新たに「後期高齢者支援金等分」ということで後期高齢者の支援を行なっているということを明確にするということで、それが独立して、３本立てになります。そして賦課限度額につきましても、「現行」は市の現在の賦課限度額ですが、平成２０年度右側のところ、これは３本立てになった場合の賦課限度額ということで、国の基準がこういうふうになるということでございます。

次に「３　その他」ということで、

(1) 高齢者の患者負担の見直し　７０歳から７４歳の前期高齢者の患者負担の引き上げということで１割が２割になる。これにつきましては昨年の与党プロジェクトチームの設定に基づきまして一応来年度１年間は凍結されるということでございます。

(2) 乳幼児に対する患者負担の軽減　　子どもの窓口負担を３割から２割に軽減する措置の対象年齢の拡大で３歳未満児から小学校入学までということが来年度から実施されます。

　以上が国民健康保険事業に関わる医療制度改革平成２０年度実施分の概要でございます。

それでは平成２０年度国民健康保険事業特別会計予算案についてご説明いたします。資料1をご覧下さい。先ず３ページをお開き下さい。先ず、予算編成の基礎となります被保険者数や医療費の状況から説明させていただきます。

「３　年度別被保険者数及び被保険者世帯数」でございます。被保険者数につきましては平成１６年から１８年度は各月の実績の平均値、平成１９年、２０年度は見込みでございます。各区分の被保険者とも、１９年度は今年度中途、１９年11月までの実績数から推計し、これを基にして２０年度を推計したものでございます。

　先ず、合計の(A)欄をご覧下さい。平成２０年度は老人保健被保険者が後期高齢者医療制度に移行するため、被保険者全体数が１９年度見込み数に比べ２３.４％減少する見込みとなっております。

次に一番上の一般被保険者とその下の退職被保険者ですが、退職医療制度の廃止によリまして、６５歳から７４歳の退職被保険者は一般被保険者に移行するため、一般被保険者が２５.６％増加し、退職被保険者は６７.１％減少するものと見込んでおります。

　次に老人保健被保険者ですが、平成２０年４月からは広島県後期高齢者医療連合が運営する後期高齢者医療制度に移るということで、国保の加入者ではなくなるので皆減となっております。

　次に世帯数ですが、平成２０年度からは老人保健被保険者が後期高齢者医療制度に移りますので２０.２％の減少となっております。平成２０年度予算編成にあたりましては、ただ今ご説明致しました被保険者数及び世帯数を基礎数値といたしまして必要な費用などを見込んでおります。

「４　年度別1人あたり医療費及び総医療費」でございます。こちらも先ほどの被保険者数の場合と同様に、一般、退職、老人の区分で医療費を見込んでいます。平成１６年度から平成１８年度までは実績、平成１９年度は８月までの実績に基づく年間見込みとなっております。２０年度は１８・１９年度の平均伸率で推計しておりますが、平成２０年度は０.８２％の医療費のマイナス改定が予定されておりますのでこれを補正しております。

次に退職者医療制度の廃止によりまして６５歳以上の退職被保険者は一般被保険者に移行するため、その退職分、６５歳以上分ですが、その退職分の医療費を一般被保険者分に振り替えて、一般被保険者につきましては対前年度比２４.９％、退職被保険者の経過措置の６５歳未満分ということになりますが、これにつきましてマイナス
１１.5％の伸びを見込んでおります。

老人分につきましては後期高齢者医療制度に移行する前の平成２０年３月分、1か月分の医療費、老人保健拠出金を見込んでおります。このような考え方で積算した結果、平成２０年度１人当たり医療費でみますと、一般被保険者は３１万７千５０６円。退職被保険者、６５歳未満の経過措置分は４２万７千２８０円で、一般被保険者と退職被保険者を合わせた１人当たりの医療費が３３万２千１２６円、伸び率で３.７５％増、老人保健被保険者は３月分の１人当たり医療費９万８千３８１円で、総費用額１千２７億５千８５６万９千円を見込んでおります。

　それでは予算案の説明をさせていただきます。1ページに歳入予算。２ページに歳出予算を掲げています。まず、歳出予算のほうから説明させていただきます。２ページをお開き下さい。

まず総務費ですが、これは国保事業を運営するために要する一般的経費であり、いわゆる事務費のことでございます。保険料の賦課徴収に要する費用や、職員の給与等に要する経費でございます。物件費につきましては国保のシステム改造経費等の増によりまして１億５千１８０万1千円の増となっております。人件費につきましては、職員の人事異動等に伴いまして、４千１２６万３千円の増となっております。

次に保険給付費でございます。基本的に１９年度の見込み額と過去の実績を勘案いたしまして積算しております。ここで主なものについてご説明させていただきます。まず療養給付費、療養費及び高額療養費でございますが、対前年度当初予算費で療養給付費が１.０％の減、療養費が３２.９％の増、高額療養費３６.４％の増となっております。

療養給付費につきましては７０歳以上の一般の被保険者の一部負担割合が1割から２割負担になったことによりまして保険者負担が減少しておりますが、自己負担限度額を超えて高額療養費に該当する部分が増えることになるため、高額療養費が増えることになります。

出産育児一時金につきましては少子化を反映し４千３０５万円の減少となっています。葬祭費につきましては75歳以上の被保険者が減少する、後期高齢者に移行するということで1億６千７２０万円の減となっております。

次に後期高齢者支援金でございます。１１１億６千６４１万６千円を見込んでおります。先ほどご説明しましたが、平成２０年度から７５歳以上の方を対象として創設されます後期高齢者医療制度は公費５０％、後期高齢者支援金４０％及び被保険者保険料１０％を財源として、道都府県単位に設立されます後期高齢者医療広域連合において運営されるということでありますが、後期高齢者支援金につきましては、各医療保険者がそれぞれの加入者数、０から７４歳までの加入者数に応じて負担するということになります。

次に前期高齢者納付金でございます。7百７３万６千円を見込んでおります。６５歳から７４歳までの前期高齢者につきましては、先ほど申し上げたように退職者医療制度が廃止され、国保と被用者保険者との間で各保険者の加入者数に応じて調整いたします。

前期高齢者財政調整の歳出の部分でございます。各保険者の前期高齢者加入率が全国平均を上回る場合、主に国保は調整金を受給し、加入率が全国平均を下回る場合、主に被用者保険ですが調整金を拠出するというものですが、本市の場合は、先ほど申しましたように、前期高齢者加入率が全国平均を上回っておりますので、前期高齢者納付金に関わる事務費等の拠出金となります、いわゆる事務費的なものです。

次に老人保健拠出金でございます。老人保健被保険者は後期高齢者医療制度に移行するため、平成２０年度分は平成２０年３月、1か月分と平成１８年度清算分の老人保健拠出金となり、社会保険診療報酬支払基金への拠出金は対前年度比で１９１億3千６９１万７千円の減となっております。介護納付金につきましては、４０歳から６５歳未満の介護保険の第２号被保険者の国の単価が引き下げられた影響などによりまして減少しております。

共同事業拠出金につきましては、退職者医療制度の廃止によりまして、６５歳から７４歳の旧退職者が一般被保険者となり、共同事業拠出金の対象となる総医療費が増加するということになるため、対前年度比で７億６千４４６万２千円増加するということになっています。

その他、保険料の過誤納金を還付する諸支出金及び予備費を資料のとおり計上しております。

以上、歳出予算の合計で最下段に掲げておりますとおり、平成１９年度１千１８３億２千８９７万円、平成２０年度１千１３５億２千７５０万３千円で差し引き４８億１４６万７千円の減となっております。

以上が歳出でございますが、このような事業を賄う財源はどうなっているかということで、次に歳入予算をご説明いたします。１ページをお開き下さい。

まず、保険料でございます。これは当該年度に新たに賦課する現年分保険料と、前年度までの滞納繰越分の収納見込額を予算額としております。

平成１９年度が３３２億７千３１４万７千円、平成２０年度２６２億３千６６９万７千円で、差し引き７０億３千６４５万円の減となっております。これは先ほど被保険者数のところでご説明いたしましたように、老人保健被保険者が後期高齢者医療制度に移行するため被保険者が減少することなどによるものでございます。

次に手数料でございます。これは保険料の納付証明等の手数料で、平成１９年度の見込みと過去の実績を基に見込んでおります。

次に国庫支出金でございます。国庫支出金は医療給付費等の歳出に応じまして増減します。この合計額が平成１９年度が２９７億８千２９０万６千円、平成２０年度が２７１億６千７９９万１千円で、差し引き２６億１千４９１万５千円の減を見込んでおります。減額となっている主な要因は先ほどの医療制度改革によって、老人保健拠出金が後期高齢者支援金に変わったことにより拠出金が減少する。それから老人被保険者が後期高齢者医療制度被保険者になることによりまして、老人被保険者分の国庫補助金が減少したことなどでございます。

次に県支出金でございますが、平成１９年度が４５億５千８０８万７千円、平成２０年度が４５億８千３９８万１千円、差し引き２千５８９万４千円の増となります。

次に社会保険診療報酬支払金から療養給付費交付金でございます。平成１９年度が３１９億３千３８０万３千円、平成２０年度が１０６億６千３１０万６千円、差し引き２１２億７千６９万7千円の減となっております。退職者医療制度の廃止によりまして６５歳から７４歳の旧退職者が一般被保険者になるため、退職被保険者数が対前年度比伸び率で６８，９％減となって大きく減少しているため、それにともなって大幅な減額となったものであります。

次に前期高齢者交付金でございます。医療制度改革によりまして平成２０年度から新たに設けられた歳入科目ですが、２０年度予算は２４４億９千２６８万８千円の交付金を見込んでおります。

次に共同事業交付金で国保連合会から交付されるものでございます。平成１９年度が１０８億８千３３７万６千円、平成２０年度が１２７億１千１００万２千円、差し引き１８億２千７６２万６千円の増となっております。

次に繰入金でございます。総務費や保険給付費のうち出産育児一時金、葬祭費、審査支払手数料や基盤安定制度による法定軽減額に係るもの及び保険料負担の軽減を図るというもので、一般会計から繰り入れを行なっております。平成１９年度が７７億１千８１７万５千円、平成２０年度が７５億３千２３９万３千円、差し引き１億８千５７８万２千円の減となっております。

最後に延滞金等の諸収入を１億３千９５５万８千円計上しております。

以上が歳入の内訳でございまして、歳入予算の合計は最下段に掲げておりますように平成１９年度が１千１８３億２千８９７万円、平成２０年度が１千１３５億２千７５０万３千円、差し引き４８億１４６万７千円の減となっております。

次に「５　年度別1人当たり平均保険料等」についてでございます。４ページをお開き下さい。平成１６年度から１人当たり平均保険料、保険料賦課限度額を予算ベースで掲げております。

まず医療分保険料についてでございます。従来の医療分には老健拠出金が賦課対象経費として含まれておりましたが、先ほどご説明しましたように医療制度改革によりましてそれが後期高齢者支援金に代わるとともに、負担を明確にするということで、これを賦課対象経費にした独立した保険料ということで、後期高齢者支援金等分が新たに設定されております。このため医療分の１人当たり平均保険料でございますが、表のように推移しておりまして、右端の平成２０年度のところでございます。本市の財政は依然として厳しい状況ですが保険料の負担の軽減を図るということで一般会計からの繰り入れを行ないまして、１人当たり年間６万５千６３６円を見込んでおりまして、対前年度比、分割されということで１９，４％減になっています。

それと先ほど申し上げました後期高齢者支援金等分の１人当たり平均保険料でございますが、年間1万８千８５７円を見込んでおりまして、医療分と後期高齢者支援金等分を合わせて平成１９年度の医療分に対する伸び率は３.７５％となっております。この伸び率は３ページの年度別１人当たり医療費の一般及び退職被保険者計の伸び率３.７５％、これと同率になるようにしております。従来からの方針で医療費の伸びと保険料の改定率を合わすという考え方で同率にしております。また、保険料賦課限度額につきましては、政令が改正されまして、基準となる法定限度額が変更となっておりますので、法定限度額どおり、医療分につきましては４７万円、後期高齢者支援金等分は１２万円としております。

次に介護保険料についてでございますが、1人当たり年間２万２千５８７円、３.７％の減となっております。これは国が一律に定めます介護納付金単価等が減少したことなどによるものでございます。保険料賦課限度額につきましては法定の限度額どおり９万円としております。

以上が平成２０年度の国民健康保険特別会計予算案の概要についての説明でございます。

都留会長　毎回聞くのですがあまりよく分からなくて、このお金の何が・・今度の制度がこういうふうに変わったという大きな枠内での見方も教えていただいたのですが、どなたかご質問が・・・はい、どうぞ。

前新委員　単純な質問ですが、老健の被保険者が後期高齢者医療の被保険者に移行することによって、歳出の予算の物件費・人件費またレセプトの審査支払手数料というのは必然的に減少するのではないかという思いがするのですが、その辺はいかがでしょうか。それと後期高齢者の広域連合は基本的には保険者機能があいまいで、広域連合も逆に言えば市町村が保険者を兼ねるような考え方で事業を展開しているのですよね。法律の下で保険者を明確に示していないということで、後期高齢者の医療広域連合は今までの市町村と違って、ただ単に医療費を支払う団体だけという位置付けのように事業をしておりまして、保健事業についてはほとんど市町村にお願いするという形をとっているのですが、この辺が国保会計でやらずに補助金になるのだと思うのですが、その辺の整理がこの国保会計に入るのか、その２点の確認をしたいのです。

事務局(井上課長補佐)　一番目のご質問につきましてはレセプト点検費用といった意味ではなくて、高齢化といいますか、職員の定期昇給等で、給料の自然増と言いますか、伸びたものです。そういったものが人件費の中のほとんどでございます。

前新委員　物件費は必然的に対象者がいるわけでしょう。被保険者がいるわけでしょう。

事務局(井上課長補佐)　物件費につきましては、先ほど申し上げましたシステム改造の関係がかなり額が大きいので、その増がほとんどを占めているという形ですね。

前新委員　老健も以前は国保会計で一本でしたよね。・・・あぁ、別なのですか、審査支払手数料についても老健とは別ということ・・・

事務局(井上課長補佐)　別ですね。国保だけの・・・

前新委員　はい、はい、分かりました。

都留会長　もう一点のほうは広域連合の役割

事務局(平城部長)　広域連合は県単位で総ての市町が加入して、作って、７５歳以上の後期高齢者の医療の制度の運営をしていくことですが、主体は広域連合が財政運営と条例等も広域連合に議会がありまして、広域連合長という執行部もありまして、連合長もその構成団体の首長から選ばれておりますが、そういう執行部と広域連合の議会も、それぞれの自治体の議員が選ばれて広域連合の議会を作っています。主体的に条例を決めて、保険料をいくらにするかとか、財政計画を作って・・・あっ保健事業ですか、保健事業につきましては、広域連合の保健事業につきましては、スタッフがいないということもあって、構成自治体のほうで基本健診に代わるようなものを、広域連合から補助を受けて自治体のほうで実施していくというふうなシステムにされました。

したがって自治体のほうでは補助を受けて、基本健康診査等を実施するという形になります。それ以外の、広島市でいうと針灸とかの保健事業等もあるのですが、広域連合の方では、それは実施しないということなので、これにつきましては７５歳以上については、これまで国保でみていた方について止めるというわけには広島市としてはいかなので、これにつきましては広島市の方で、広域連合に代わって、針灸の保健事業は実施するということで今、予算も組んでおります。

前新委員　その保健事業の費用の増額はあくまで国保被保険者の特定健診でいいわけですか。

事務局(平城部長)　ここはあくまでも国保の予算でございますので、７５歳以上は、国保の被保険者ではなく、特定検診の対象者でもないので、国保の予算とは関係はなくなります。

都留会長　いかがでしょうか、他の方。

秦委員　２点ほどお聞きしたのですが、１点はこちらの資料で保険料のところですが、前回、私の方で、後期高齢者医療制度が始まってくると、７５歳以上の方は後期高齢者の方に移行するということで、医療費もだんだん少なくなってくるけれども、逆に後期高齢者の支援金等の保険料が増えてくるので、保険料そのものが上がるのではとお尋ねしたと思うのです。その時に確か、平城さんだと思いますが、逆にそんなに上がらなくて、逆に下がるようなことをお答えいただいたと思うのですが、この資料を見ましたら確かに１人当たり保険料というのは平均で６万５千６３６円になっておりますけれども、この後期高齢者の支援金分が１万８千８５７円、これを足すと８万４千
４９３円になるのです。これは１９年度の８万１千４３９円に比べて、上がると同時に介護保険料も含めますと、去年よりも上がっているという状況なのですね。これはどのように考えたらいいのかというのが１点。

それから、後期高齢者分で、私も広域連合の議会を、この前も傍聴させていただいたのですが、そこでいろんな保険料も決まるということで、行ったり、資料を取り寄せたりしたのですが、基本的にはいくらになるか明確に出されていないのです。前回も数字が出ていて回収されてしまったのですが、具体的に７５歳以上の方の保険料が一体どうなるのかということと、確かに減免の分で、法定軽減というのは後期高齢者の分も７割・５割・２割を作るということはお聞きしたのですが、広島で実施されているような、まだまだ不十分ではありますけれども、減免制度などはどのように考えているのか、その辺をお聞きしたいのです。

事務局(平城部長)　保険料の関係ですが、基本的に、高齢者の方の医療費は高いのです。高い方が抜けられるということで医療費が少し落ちてくるということもあって、総体的にこの制度が運用されれば保険料、医療費に連動している部分があるので保険料が減っていくという意味で、前回説明をさせていただいたところです。実際には、この予算を組む時に、過去の医療費等を見ながら保険料の伸びをどう見込むかということでやる必要があるのですが、過去から保険料を、１人当たりの保険料を予算上どういうふうに設定するかというのは、医療費、診療報酬の伸びに合わせるという形でやってきているのです。実際に広島市の医療費はそれ以上、現実は伸びているのですが、医療費の伸びに押さえるという形でそこの部分については一般会計の方で措置するという形でやっているというのが実情でございます。

それから、法定軽減等は後期高齢に移りましても、基本的にまったく国保の制度と同じ、所得等についてもまったく国保と同じ、システムは７割・５割・２割の軽減についても算定式等は総て一緒になっておりまして、法定軽減等、国保と同じようにやるということになっております。減免制度につきましては、広域連合の中で条例を定めて、減免もやるのですが、細かいところについては運用規定を作って、その中で細かく決めていくという形になるのですが、基本的には広島市としても、広島市の減免基準と同じような形でやっていただくのが、広島市とすれば混乱がなくていいので、そういった形で広域連合のほうには広島市の規定等を参考にしながら考えて欲しいと申し入れをしておりましてまして、これは今作っている段階でまだ出来ていないと思っています。

保険料は均等割と所得割ということで、２つで算定するようになっています。広島県の平均で条例で決められたときに、保険料の算定を決められたときに、均等割が４万何円、所得割が、総所得金額から基礎控除を除いた所得に対して７.１４という料率で、広島県の平均で出しますと、大体、ほぼ国保、広島県全体でも平均保険料が7万９千ぐらいだったと思うのです国保がですね。広域連合の後期高齢者の分が８万ぐらいなのでほぼ同じぐらいの、後期高齢は高齢者が多いので医療費が高いので、少し高くなるのかなという感じはあったのですが、ほぼ同じぐらいの、国保と後期高齢の保険料は、ほぼ同じぐらいということで出ております。

秦委員　４月から始めるわけですから、いつごろ明確に分かるのでしょうか。

事務局(平城部長)　保険料のほうは、計算式はもう決まっているのですが、個々の方については所得等を補足してそれで掛けていきますので、通知等についてはもう少し後になると思うのですが、４月から始まりますので、年金がある方については年額が、１８万以上ということになっておりますが、年金がある方については特別徴収という形で年金から保険料を控除するという形になっています。年金が少ない方は年金から引くわけにはいかないので、そういう方については普通徴収という形で支払っていただく、これについては広島市のほうで条例を作って、これは８月から収めていただくということで、８月の上旬に納付書を送っていくという形になります。ほぼ８５％ぐらいの方は特別徴収に該当する、後の１５％ぐらいの方は普通徴収で支払っていただくというような比率になるのかなあということで考えております。

都留会長　いかがでしょうか、その他の方。はい。

前新委員　最初の質問でもう一回質問したいのですが、特別会計とはいいながらも、基本的には老人保健拠出金で払っているわけですよね。国保の老健者については従前、そういう予算になっていますよね。今回も一月分ほど乗っていますから、だから基本的には特別会計とはいいながらも、市が保有しているのは国保会計で運営しているという考えですよね。医療費を直接払っていないというだけで、だから国保の老健のレセプトの管理とか、総て国保からじゃなかったのですか。

事務局(平城部長)　これまでの老人保健はいわれるように、それぞれ国保の方は国保に入って、保険料も国保に負担していただいて、給付だけが市町村の老人保健特別会計というのを設けて、そこから給付をするという形で、拠出金ということで、支払基金の方に国保の相当額を支払い基金に納めて、支払基金のほうからは5割相当、他の医療保険者もありますから、それらも含めて広島市で1千億の老人保健の会計規模がありますけど、それの約５０％が拠出金ですから、５００億ぐらいを基金からいただいています。

前新委員　さっきの人件費とか物件費とかというのは基本的には以前の老健にかかる事務もあったというように、逆に言えば今の広域連合に移行されているのは、広島市から何名か行かれていますよね。これは一般会計ですか、それとも国保会計が縮小して行ったのですか。老健のレセプトの審査等は国保保険年金課ではなかったのですか、業務は。違うのですか。

事務局(平城部長)　特に広域連合に国保会計から抜いていったというようなことではなく、別箇に人事異動をやっていますけど・・

前新委員　業務が全体的に少なくなっているのじゃないかという思いがするものですから・・

事務局(平城部長)　今、現在はちょっと増えていますが、

前新委員　老健のレセプトの審査は国保、保険年金課ではなかったのですか。

事務局(平城部長)　うちの中でも国保以外の業務をやっている所の人がでやっていますので・・

前新委員　あぁ、そうですか、分かりました。

都留会長　いかがでしょうか。はい、どうぞ。

秦委員　後期高齢者は、各区の健康長寿課が窓口なんです。ところが本庁では保険年金課ということになるのですかね。どうしてその辺が違うのかということが、いろんなことで相談に来られる方がおられますが、その辺を教えていただけませんか、どうして保険年金課にならないで健康長寿課になっているのか・・・

事務局(平城部長)　国保のほうは区役所の市民部の保険年金課というところがやっているのですが、現在も老人保健の関係の業務は区役所の中でも厚生部の健康長寿課というところがやっておりまして、老人保健の部分が基本的に後期高齢に移るものですから、そういうことで業務が形は変わったとしても実態としては同じようなことをやりますので、そういうことで引き続き区役所のほうでは厚生部の健康長寿課でその業務については担当していただくということでやっております。

都留会長　よろしいですか、はい、長﨑委員

長﨑委員　３点ほど、保険料のことを全く知らないのですが、1人当たりの平均保険料というのは子ども、お年寄とかを全部含めての1人当たりということに当たると思うのですが、ただそれは全部世帯主が払われていたということになれば、その世帯主が払われるのは老人が1人減ればというか、老人が後期高齢者に動くわけですから、その家庭は保険料を払う出費が減るという考え方でいいのか、どうかというのが１つ、次に問題として２０年度の1人当たりの医療費が３.７５％伸びていますが、これは医療費の伸びの推計ということで言われたというふうに聞こえたのですが、これは厚労省が示した数字だというふうな考えだろうと思うのですが、じゃあ広島市が今までずぅーと高い伸びがあるにも拘らず、厚労省のデータを利用してやってきたというふうな言い方をされたのですが、それが本当なのかどうか、何でそういう医療費の伸びを前提にしたその基礎データというものが示されずに、こういう数字が出てきているのか、行政的にいえば基礎数字を見せてもらった上で、そういうものが出てくるという思いがしているので、そのところの話と、最終的に後期高齢者の保険料の決め方の話とか、その辺の、この国保の話だけをされているわけで、後期高齢者の話とか、先ほど出ました老健の話とか、諸々の広島市が関わられている医療費全体としての考えかたを抜きにして、断片的なところだけを、国保だからこの会で話せばいいという考えであれば、今の状態でもいいのでしょうが、もう少し透明性を増すということで言えば、後期高齢者の話しとか、老健の話とかいうものが、この会の中で紹介されながら進んでいくというのが医療費の考え方の中では適切ではないだろうかという気がしているのですが、その３点を教えて下さい。

都留会長　委員のお話だと一番最後のが一番大きな問題で、初めのがあれですよね。ですから初めのお話は市として、市民の健康なり何なりという医療保障をどういうふうに見ているのか、そういう大きな計画の中から次に保険料があるのだったら保険料を上げるための医療保障のところからの根拠的な数字を示すということと、それから後、世帯の保険料がどうなっているのかということを、市がどういうふうに見ているのかということでしょうか、最後のところからお話願ったほうがいいのではないかと思います。私も医療費が大変高くなっているということは、いろんなところで散見していますが・・・

事務局(平城部長)　先ほどちょっと説明不足だったかもしれませんが、医療費の伸びは、うちのほうの実績をみて、それから診療報酬の改定がございますので、そこを組込んで３.７５というのは広島市の医療費、それから国の診療報酬がマイナス１.２、薬剤・材料等がですね。それから本体の場合は０.３８プラスになって、マイナス０.８２という形になっておりますが、それの２０年度は１１カ月分なので、そこの部分の１１ヵ月分にやり変えて、医療費の伸びを出しているということで、広島市の医療費の実績は使っております。それで医療費の伸びを見込んで保険料相当額のアップにするということでやっているということです。

非常に大きな話で、老人保健特会とか、後期高齢者医療の保険料あるいは国保の保険料というとこで、ちょっと説明が大変分かりにくいかもしれませんが、現状の老人保健特会とか後期高齢者医療の保険料の関係というのは、先ほど別紙１の方で説明をさせていただきましたが、老人保健特別会計、これにつきましては老人保健の７５歳以上の方の総医療費、これについては図で見ていただいて分かりますように、自己負担部分を除いて保険給付をする。その保険給付のうち５割については公費負担ということで国・県・市が税金で賄っております。内訳が５割の中の６分の４が国で、６分の１が県、６分の１が市という形で５割を賄っております。残りについては、これは総て老人保健拠出金ということで、老人の方が実際に入っている医療保険から財源を出していただくということで、拠出金ということで支払基金を通じていただいております。

長﨑委員　高齢者と老人と後期高齢者は別でしょう。

事務局(平城部長)　この老人と、この老人保健の該当者・・・

長﨑委員　老人保健じゃない、無くなるのでしょう。

事務局(平城部長)　えぇ、今度無くなります。今ちょっと現状の説明をさせていただいたのですが、この現状の老人保健で運用している７５歳以上の医療費、これが後期高齢者医療の方に・・・まぁ、そのまま動いていただくというふうに考えた方が分かりやすいと思うのですが、そのまま後期高齢者医療のほうに移っていくという形になります。後期高齢者の方の仕組みですが、総医療費の自己負担部分を除いたものについて保険給付をする。その保険給付の財源はどういうふうに賄うかというと、１割部分は保険料でいただきます。５割部分は公費負担ということで今までどおりでございます。６分の４が国、県が６分の１、市が６分の１ということで、税で賄っていただく。

それから、残りの４割部分についてこれを医療保険側のほうから、支援金という形で支援をしていただいて、これを財源に保険給付をするという仕組みになります。ですから、保険料はここの１割部分について、総ての老人の方が保険料を負担するという形になります。これまでは国保の方は保険料は１人であれば均等割いくらと、所得があれば所得割をそれを賦課して保険料を負担していただいていたということで、老人の方も保険料を負担していますが、被用者保険の場合は７５歳以上で働いて被用者保険におられる方もおられます。そういう方に養われている被扶養者の方もおられます。

被用者保険の方で働いておられる方も、７５歳になると今度は総て後期高齢の方へ移っていただく、被扶養者の方は保険料を負担していなかったのです。ところが後期高齢にいくと１割の保険料負担があるということで、福田さんが総理になられたときに、ここの部分については負担軽減をしていこうということで、被扶養者の方については、半年は無料にしよう、残りの半年は保険料を軽減しよう、９割軽減しましょうということが打ち出された。

長﨑委員　システム的なことは分かっている。この絵を見れば分かる、だからこの絵で言えば、上の後期高齢者広域連合特別会計というものの予算とかお金とか、お金の内容ですよね。それが今までの話でいえば、老人保健特別会計というものの流れ、お金の要するにバランスシートですよ。高齢者全体の話と国保の話、今回こうやって切り分けることによって、後期高齢者の話と国保の話が出てくるわけで、見えなくなるわけですよ。あっちは老人の方じゃけん、後期高齢者の方じゃけんというて、こっちの見えているところだけ見て言えばいいよと言われても、この会計のでこぼこを見たって分かるように、収入のところで言えば前期高齢者交付金というものがこんなに増えているわけでしょう。それで療養給付交付金がこれだけしか減っていない、なら収入は増えているわけですよ。大雑把に言って。

それで支出のほうで見ていけば、今度は後期高齢者支援金と老人保健拠出金の差を見れば支出が減っているわけですよ。なら、全体で見たときに大きなザルという言葉が、要するに大きなお金の動きの中で、この部分だけ見ていればもっと保険料が下がるべきはずなものが、要するに収入が増えて、支出が減っているわけですから、保険料が下がってもいいんじゃないかと思うのに、この後ろの後期高齢者医療費がかかるからお金がいっぱい要るんよねと言われていることで、我々に示していないところが増えているところが全然見えてきていないじゃないですかという話なのです。

事務局(佐伯局長)　長﨑委員のおっしゃることへの答えになるか分かりませんが、まず最後からいきましょうか、委員がおっしゃる主なものは療養給付費交付金が減って、前期高齢者交付金が増えた、前は療養給付費交付金というのは、先ほど説明があったように、退職者だけ割って、そこに必要額だけを入れましょうというような仕組みになっておった。今度は前期高齢者交付金というのは一般の人と同じような計算をして、従前どおり計算をした理論値を入れましょうということで、ここで多少誤差があるので、実は国庫負担金が減っているのですね。国庫支出金が。もともとは国庫支出金のところもある程度食い込んだというか、そのこともあるのでここらは微妙なところがあります。

ですから先ず何が言いたいかというと、全体的な大きな枠組みは変わっていないというふうにご説明申し上げたのですが、歳入で言うとそういうことで、退職者だけ切り分けて、国庫補助金は関係なかったところが、今回は前期高齢者ということで、一般の中に入れて、国庫負担金を入り込んだ中での財源計算をするので、そことやっていただくと、結果変わらないという認識になっていただくと思うのですが、それと歳出の方で言いますと、老人保健の拠出金というものが、今度からは後期高齢者の支援金ということになってまいります。ですからこれが老人からいうと拠出金のところが１９１億マイナスになりますよね。これに対して後期高齢者が１１１億ということで、ここのトリックといいますか、これは先ほどあったように保険料を前は国保で取って出していた。今度は直に取ってもらう、ですからそこの部分が、こちらが出す分が表面上減ってますが、医療費は基本的に抜けた部分と財源と計算としては合うわけで、それで言うと若干のいりくり、基本的な枠組みは先生がおっしゃるどこかに金が隠れているのじゃないかというと、あれかも分かりませんが、そうではなくて・・・

長﨑委員　これとこれを合わせたら、たぶんここも、ここも一緒なのだろうと・・・この紙だけ見せてもらっているから、このでこぼこが、こっちを見せてもらえば分かりやすいのに、わざわざ見せてもらえないというのは・・・

事務局(平城部長)　一応ですね、これでお示ししたつもりでおったのですが・・・

長﨑委員　国の制度の話ですから・・・

事務局(佐伯局長)　だから国保側の負担と、ここに書いてあるのは。向こうは財源イコール支出額なのですね。ある意味で言えば。医療給付費なのですね。ここにお示ししているのは医療給付費の中の財源内訳をたまたま示しているわけで、広域連合でいいますと、広域連合の医療給付費が全体は書いてありませんが、全体を１とすれば、逆に言えば、これは県全体ですから、広島市の老人保健会計とちょっと合いませんけど、仮に広島市分だと推定しますと、ある意味では基本的に変わっていないというか・・この国保が負担する部分が網掛けがしてあって、どの部分を担っているかということですから、上が医療費で、その実際の医療費に対する国保の負担がここに書いてあることであります。若干違いますのは、今言いました保険料を直に取る、その分だけが拠出金は国保のほうから取った分を出す分が減るというとこになっているということで、ご理解・・・すみませんが・・・

長﨑委員　分かるのは分かるのですが、どうせこうやって議論するのであれば、その隠れたところも話してもらったほうが分かりやすいのじゃないか・・・

事務局(佐伯局長)　一応これでお示ししたつもりなのですが・・・

長﨑委員　数字が見えてこない・・・

事務局(佐伯局長)　数字を出すと、先ほど言いましたように非常にややこしい話になって、例えば広域連合で言うと、県全体の話になりますので、その内の広島市分を出せというとなかなかまた・・前はですね広島市・・・

長﨑委員　・・・現実問題、後期高齢者はまだスタートしていないわけだから、架空の議論のうえで成り立っているだけで、広島市分してではなくて、県全体としてこういう流れの中の何％が広島市という考えで言えば分かりやすいわけですよ。

事務局(佐伯局長)　額だけで示せばということですね。

長﨑委員　それで老健は老健の中で今までこんだけやっていたものの中で、その後期高齢者がこっちに移るからそういうことになるのですよと、老人と後期高齢者を隠しながら、国保の話だけを一生懸命言われているところに違和感があるというだけです。それで今回みたいに毎年同じパターンできているときに、今回みたいに変わるときに後ろの隠れているところを何で示してもらえないのかということで、先ほどの事務費の話とか、そういう話でいえば、同じ被保険者が減るのに、職員が年をとるから給与費だけが上がるのですよというのを、事務量が減っているのならもうちょっと違うのじゃないのとかいうご意見が出て当然のとこだろうと思うのですよ。まぁそういう思いがしたということです。

事務局(平城部長)　次からは工夫して分かりやすいようにしたいと思います。

秦委員　もう1点、保険料が下がると思ったのが、下がらないでということで、医療費だとか診療分のそれは国レベルのアップで、どうしてもこうなったというようにおっしゃるのですが、事実、ここに出ている数字だけを見ても、先ほどいいましたように、上がっていると同時に最高額の人も、前回は介護分全部含めて６２万円が６８万円になったりしているわけですよ。だから、そういう点ではもう少し下げようという、本来、私どもは下がるべきではいかと思うのですが、もう少し保険料を全体的に、ここの上の図だけの保険料を見て下がっているから良かったなと思ったら、後期高齢者の分があったり、介護保険料もあったりすると、全体を足すと増えているわけですよ。

先ほどから○○委員がおっしゃったように、お年寄りの方が後期高齢者のほうに行くから、家庭では保険料が1人減るのでいいのかなぁとかおっしゃっていますが、一般的に考えると今まで保険料を払わなくてもよかった、息子さんの扶養になっている方も、後期高齢者のほうに入れられて、保険料を取られる、また、ましてや保険料も1割、２割と取られるという点では、その家庭全体から見ると大変ひどい状況になってきているのではないかと思うのです。そういう点では、せめてある程度、家族を設定して、この収入でこういう家族だったら、現在はこうだけれど次にはこうなるというようなある程度シュミレーションを作っていただかないと、なかなかこの数字だけを見ても私たちにはちょっと分かりにくいという点では、次回には是非そういうことも含めてお願いできればと思います。

都留会長　そうですね、1人当たりというのは架空のあれですので、市全体なら、市の国保の世帯が何人世帯でどうあるだとか、そんなものでも判断もあるかと思うのですが、それについては市のほうが分かりやすい議論がしやすい・・・制度自体がとても込み合っているので理解はし難いのですが、よろしくお願いしたいと思います。その他ございませんか、ご意見なり何なり・・・その他ございませんでしょうかご意見は・・・

では、次回についての市の資料なり何なりを、もう少し分かりやすいものにするというとことをお願い致しまして、この案につきましては皆様よろしいでしょうか、いかがでしょうか。はい、ではご賛同を得ましたということで次に移りたいと思います。

次に議事の２の特定健康審査等実施計画案についての事務局の説明をお願い致します。

事務局(合田保健指導担当課長)　よろしくお願いします。時間が迫っておりますので、大体のところを昨年の11月に概要案のほうで説明させていただいておりますので、計画の序章のところの性格、目的等は省かせていただきます。この計画は基本的に平成２０年度から平成２４年度までの5年間ということで計画を立てました。1ページから２ページまでの説明をさせていただきます。

第1章の達成しようとする目標ということでございますが、これは国が特定健康診査の基本指針の中の目標値を参酌標準で決めております。その目標値に従いまして本市も特定健康診査の実施率と平成２３年度までの健康診査実施率につきましては２０年度３０％、２１年度４０％というふうに各年度１０％ずつの上昇で最終年度平成２４年度に６５％の健康診査の実施率を定めました。また、特定保健指導につきましても、各年度５％ずつの上昇ということで２５，３０，３５，４０，４５というふうに設定しております。

また、メタボリックシンドロームの該当者予備群の減少率につきましては平成２４年度を平成
２０年度と比較して１０％の減少率というふうな目標値を設定しております。

３ページの特定健康診査・特定保健指導の対象者ということで、対象者は広島市の国民健康保険の被保険者の内の４０歳以上７５歳未満の方を対象にします。年度別対象者の見込み数につきましてはその表にございますような数値を設定しております。

４ページをご覧下さい。特定健康診査・特定保健指導の実施方法でございます。特定健康診査につきましては生活習慣病に移行しないこと、及び重症化を予防することを目的として、メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）に着目した健診を実施します。特定保健指導を必要とする者を的確に抽出するために行なう健康診査でございますが、

（１）検診の方法と致しまして下に丸が３つ書いてございますが個別健診・集団健診・施設健診という健診の方法をやりたいと思っております。

（２）の健診期間についてですが、毎年度４月から1月を、一応、健診期間というふうに設定させていただきたいと思っております。ただ、初年度は４月の実施が難しゅうございますので5月の実施ということで予定しております。

（３）の健診項目につきましては、その下に書いてある必須検査項目につきまして実施したいと思っています。今の基本健康診査に新たに加える検査項目としては、腹囲の項目、ＬＤＬ、コレステロール値が新たに加わったものでございます。5ページの必要に応じて行なう健診項目につきましても、今までどおりという基本健診に基づいたような形の必要に応じた精密検査という形で実施するつもりでおります。

（４）の健診回数ですが、毎年１回の健診通知を行ないたいと思っております。

（５）自己負担額につきまして、自己負担額は現在の基本健康診査と同じ自己負担額ということで1千３００円を自己負担としていただきたいと思っています。ただし、７０歳以上及び市民税非課税世帯である方には免除することとします。

（６）案内の方法につきまして、対象者の方に個別に健診通知を送付する予定であります。

（７）周知の方法につきましても、年間計画を広島市のホームページに掲載します。また、毎月の健診日程を市民と市政の区民だよりに掲載し、市民と市政を活用した健康診査等受診勧奨を行なう予定でございます。また、区役所や保健センターの窓口にチラシを配布するとともに、健康教育等の場においてもチラシを配布し周知を図るつもりでおります。

（８）健診データの保管につきまして、健診機関は、国の定める標準様式により広島県国民健康保険団体連合会へ健診データを提出していただきます。その健診機関から送付された健診データは、広島市が委託して広島県国民健康保健団体連合会で原則5年間保管するということになっております。

（９）事業主健診等に伴う健診データの収集ですが、国民健康保険の被保険者である方は特定健康診査を受けずに、労働安全衛生法に基づく事業主健診等を実施した場合には、健診データについて事業主から提供を求めることになっております。

２　特定保健指導　特定保健指導は健診結果に基づき、特定保健指導の対象者を選定して、生活習慣病に移行しないこと及び重症化を予防することを目的に、生活習慣を見直し、改善するための保健指導を行ないます。

（1） 支援者対象の区分、これは特定健診診査の結果で内臓脂肪蓄積の程度、腹囲と健診項目の中の血糖、脂質、血圧が安定基準を超える下の区分表に関わるところで、対象者を動機付け支援、積極的支援という区分に分けます。分けた保健指導の内容が次のページの動機付け支援と積極的支援という２つの区分に分かれます。

（2） 動機付け支援につきましては、目的はそこに書いてございますように、対象者自らの生活習慣を振り返ること、生活習慣を改善する具体的な行動目標を立てるようにして、その行動目標に従って生活習慣を継続できるようにすること、こういう動機付け支援は原則一回の支援でございます。内容につきましてはそこに書いてございますように、生活習慣の改善すべき点と必要性を説明を理解したうえで、その対象者とともに具体的な行動目標を設定し、一応６ヶ月後に再確認をして、必要に応じて支援を行います。

　　　　　積極的支援につきましても、目的は動機付け支援とほぼ同じでございますが、支援内容と頻度につきましては、一応３ヶ月以上継続して支援するというところが大きく違います。内容につきましても面接を実施したうえで生活習慣の改善の必要性を説明し、理解し、対象者とともに具体的な行動目標を設定し、この目標を実行するためにプログラム化した支援計画をもとに、３ヶ月以上の継続支援を行ったうえで、６ヶ月後の状況確認をして、必要に応じて自主的に取り組みが出来るよう継続支援を行ないます。

（3） 保健指導の実施機関ですが、動機付け支援につきましては、８区ある保健センターの健康長寿課で実施する予定にしております。また、積極的支援につきましては厚生労働大臣の定める基準を満たす保健指導機関に委託して実施する予定としております。

（4） 自己負担金につきましては動機付け支援、積極的支援とも一応、対象者の方は負担金は無しということにしております。

（5） 案内の方法につきましては、対象者の方には個別に特定保健指導の利用券を送付して、保健指導を受けていただきたいと思っております。

（6） 周知の方法（６）と（７）は健診のときのものと、ほぼ一緒ですので説明を省かせていただきます。下の参考のところは特定健康診査から特定保健指導への流れ図を表にしたものございます。次に９ページ。

第4章 個人情報の保護ということでございます。特定健康診査及び特定保健指導で得られる健康情報等の個人情報につきましては、高齢者の医療の確保に関する法律、国民健康保険法、広島市個人情報保護条例に基づき適切に対応したいと思っています。また、特定健康診査及び特定保健指導を受託した事業者につきましても、これらの法令の規定遵守の徹底を図ります。１０ページをご覧いただきたいと思います。

第5章 　特定健康診査等実施計画の公表・周知でございます。これは広島市ホームページ及び市民と市政に掲載する方法等により、公表・周知を図るつもりでございます。

第6章 計画の評価及び見直しです。この評価及び見直しは毎年実施計画と実績を比較し目標値の達成状況を把握します。その他この計画に基づいた実施、健診・保健指導の体制、周知方法等についても毎年度見直し・評価をします。なお、メタボリックシンドロームの該当者・予備群減少率につきましては平成２４年度でないと検証できないため、毎年度の評価・見直しについては含めておりません。また、平成２２年度には中間評価・見直しをする予定でございます。

第7章 特定健康診査の円滑な実施ということで、特定健康診査は受診率の向上及び利便性を考慮して、介護保険法で実施している生活機能評価及び健康増進法等で実施する大腸がん検診、肺がん検診、結核検診と同時に実施する予定にしております。

１１ページから参考資料ということで、広島市の現状と介護保険２号者の認定状況、これは国民健康被保険者の平成１８年度５月分のレセプトから貰った資料でございますが、生活習慣病の治療状況等を載せておりますので参照していただけばと思います。

以上で説明を終わります。

都留会長　ただ今のご説明に関して何か質問はありませんでしょうか。私からよろしいでしょうか、この前も聞こうと思って忘れて、１１ぺージに生活習慣病の予防というとことで、悪性新生物、第２位は心疾患、３位は脳血管疾患で生活習慣病が占めているという、これ３つとも生活習慣病なのですか。悪性新生物、何かここらあたりがよく分からない、いつも分からないのですが、どこからどこまでが生活習慣病、この３つが生活習慣病なのでしょうか、下を見ると糖尿病等の生活習慣病予防とあるので、糖尿病はまだ分かるのですが、どうなのですか。

事務局(合田保健指導担当課長)　悪性新生物そのものとは、生活習慣病とは言わない、大きくは基本的には一応生活習慣病の食事とか運動とか、そういうものに起因したところの疾病を言いますので、先ほど先生がおっしゃった糖尿病であるとか、心疾患であるとかいうところがほとんどですが、ただ、悪性新生物、ガンですよね。基本的に。基本的に原因がはっきりいって分からないところが多いですので、そういうところも多少含まれるというふうに考えて、一応ここに生活習慣病というふうにまとめた形を・・・

都留会長　これ３つとも一応、生活習慣病に入れているということですね。はい、分かりました。そうすると随分重い役割をこの検診は担うというとこだと思うのですが・・・はい、長﨑委員

長﨑委員　ここには出てきていないのであれですが、この特定健診の実施等につきまして、保健指導と年度内にやらなければならないという制約があるために、年度末に検診ができないと、検診を年度末にすると、特定指導がスタートできないので、次年度にまたがってしまうと検診ができないという法律的な何かややこしい縛りがあるようです。ですから、その辺のところを流動的な運営を是非お願いしたいというのが１点です。

　我々医師会としては出来るだけこの特定健診の受診率を高めるために、いろんな施策をとっていきたいとは思っていますが、そういうところにおいて年度末になるとできない状況になって、やって、できたものも問題が起ったりとかいうようなトラブルがないような方策を考えていただきたい。特に市の国保で運営されるわけですから、あまり杓子定規なやり方にならないようにしていただけたらと思います。

　それともう１点は、今までの基本検診というは紙媒体で、保健手帳とかいうのを利用者に返したりして、それでその資料も医師会が集めて、市の行政のほうにお返しするということで成り立っていたわけですが、国が定める標準様式によってデータを出して下さいというふうにはっきりとした書きか方はされていないのですが、コンピュータでデジタル化したデータとして返してくれというのが基本的な流れになっていますので、それを直ぐ杓子定規にまたこれも運用されないと思うのですが、是非とも紙媒体での提出等についても含みを持っていただけるようにしていただければと思っています。その対応として我々医師会としては、デジタル化することに協力することもやばさかではないと思っていますが、一律に医療機関にそれを課せられるとなかなか難しいところもありますので、その辺のご配慮もよろしくお願い致します。

都留会長　１点目は先生、この前お話なさっていたところですよね。年度ごとにまたがると・・・

事務局(合田保健指導担当課長)　基本的にこれは検診だけであれば、３月までやっていただいて構わないところで、基本健康診査はずぅーと、そういうふうにまわしていたのですが、この特定健康診査というのは特定保健指導をするからこそ意義があると言われていますので、どうしてもそこのところを、とりあえず１月で切らざるを得ないということで、これは医療機関ともどもお願いする話なのですが、先生がおっしゃる１月、２月という話になるときに、やはりそのことが一番受診率のところにも返ってきますが、今現在のところは先生が言われることが出来るかどうか、広島市だけがそういう話でもないと思いますので、全体的な話だと思っておりますが、今はここに書いてありますように１月末で終わらせていただきたいと思っています。

長﨑委員　ですから、検診そのもののあり方というものが、特定指導をやる人を抽出するための検診になってしまっているわけです。ですから、この特定指導、メタボリックといわれているものしか対象にしていないということが、逆に言うと、今までの基本診査、基本健康診断から後退したものになってしまわないようにして欲しいというところも片方でありますので、その辺は市町が勝手に殆んど出来ることですから、保険者が自由に出きることですから、その辺を充分配慮していただけたらとは思っています。

都留会長　２番目は、紙媒体も従来通り認めるような柔軟なあれをして下さいという・・・

事務局(合田保健指導担当課長)　これは国からの補助金もいただく検診ですので、国保だけが全部１００％出してやるということではございませんので、そういったところが難しい話で、一応言われた範疇で出来るところと出来ないところがあろうかというふうには思っています。

長﨑委員　ですから、この目的にもういっぺん戻って欲しいというところです。目的はその生活習慣病という有病率をいかに下げていくかのための保健指導をすべき人を抽出するということで、医療費の抑制をかけていこうという流れなわけですから、出来るだけ多くの人が利用できるようなシステムを保健者が考えることであって、それは国からお金を貰っているから、それで別のルートに使うということではないわけですから、保険者の保険料がいかに下がるかというところへやってくわけですから、国から補助金等とか、そういう国からのお金が出ているから広島市だけが勝手なことが出来ませんよと、道を外れたことは出来ませんが、いかに被保険者のための施策であれば出来るのじゃないかと思います。

事務局(佐伯局長)　一応、国費が入っていることになると、会計検査とかも実際あり得ますので、長﨑委員がおっしゃる趣旨は充分理解できますし、そうなりますと一応１月で切って、やってみて、来年度は２月に伸ばせるかどうか、更には１月までに皆さん受けていただくような方策を我々は考えてやっていく必要があろうかと思います。これもまだ始まる前ですから、おっしゃる趣旨は充分理解できますので、先ほど課長が説明しましたように、保険者として出来ることはとにかくやっていきたいと考えておりますので、そこはご了解いただければと思います。

それと標準様式というのは決まっているのでしょう。

事務局(合田保健指導担当課長)　これも医師会等で、先生とお話させていただいておりますが、基本はやはり電子化という形をやっていかなければいけないというふうに思っております。ただ、最初言っていた、国が言っていたところがちょっと崩れてきつつあるところもあるのですが、基本は電子化という形でお願いするように、ただ、先生がさきほどおっしゃった一つずつの小さい医療機関が、それが全部出来るかどうかの話をされたときに、医師会の方で何とかやるよという話もちょっと聞いておりますので、その辺はまた検討させていただけたらと思っております。

都留会長　よろしいでしょうか、それはもう協力してやっていただきたいと思います。

秦委員　検診を受ける側からいきますと、医療機関でいろいろアピールしていただいているのは良かったと思うのですが、この検診を平成２４年度には６５％にするとなると、先ほどの自己負担額が１千３００円で、７０歳以上及び市民税非課税世帯は免除するとこがありますけど、やはり、一般的なところでこういうのを受けなかった人が、受けようかということになると、特に自営業者・主婦だとか、会社に行っている人は会社で受けたりとか、小さな会社なんかの人もこれにあたると思うのですね。そういう方が受けようか思うようになるには、全部無料にするのは難しいと思うのですが、所得の関係に応じて費用を少しでも皆さんが受けやすいように、多くの人が受けてみようというようにしていかないと、この目標は達成できないのじゃないかと思いますので、その辺は国で決められているのか分かりませんが、広島市が本当に初期で病気を見つけて、重篤にならないようにといように思うのならば、もっと受けられるような施策を考えていただきたいと思います。

事務局(合田保健指導担当課長)　国は３割負担を取れといっているので、本来ならこれの３倍ぐらいのお金を自己負担で取るようにいっていますが、一応広島市は、今の健康基本診査とあまり変わらない額というふうに設定させていただいております。

都留会長　本当に基本検診のあれが低いですよね。これを６５％となると相当なあれでやっていかなければいけないと思いますけれども、どうでしょうか、他の方、はい、どうぞ。

森委員　私自身、行っていません。行くかどうかということを聞いたのです。周りに。そしたら行かないという答えが圧倒的に多くて、私は行くという人はいなかったのです。じゃぁタダだったら行くと聞くと、行かない、タダでも行かない。じゃぁ、日当が出たら、行くのと聞いたら、日当が出ても行かないといわれたのですよ。そこで、えっと思ったのですが、日当が出ても行かないという人たちに、どうやってその検診を受けさせるかというのは、ちょっとすごく大変なことだなぁと思って、この前も言ったのですが６５％というのは、ちょっとこれからいったら夢の夢のような気がするのです。なぜ私たちはこれにいかなければいけないのかということを、しっかりと私たちに伝わってこないと、やはり、日当が出ても行かないということだと思います。

事務局(合田保健指導担当課長)　その通りだと思います。検診を受ける意味が分からずに、病気になって初めて健康というのが、そこで初めて気づくというふうなことが今までいっぱいあったので、こういう検診のやり方が変わってきたということも一つありますが、ただ、本当にどういうやり方で検診受診率を上げるかというのは、今おっしゃったことを私たちも課題にしてやっていきたいと思っております。

森委員　・・・それまでその・・・　具体的に広報の形を変えないと、当然数字は動かないと思うのですけど、何かそれで具体的にこうするというふうに考えておられる手段はあるのでしょうか。

事務局(合田保健指導担当課長)　基本的に今まで、さっき言った個別集団施設というやりかたで個別検診がほぼ半分ぐらいですかね。このたびの特定健診は広島県内、集合契約という形で、どこの医療機関に行かれても受けられるという方法が一つ変わったことと、後は、集団検診で土曜日とかに日曜日、要するにお仕事されている方が受けやすい日程を入れさせていただきたいというふうに、委託するところにお願いしておりますので、そういったところは多少変わってきて、今最大出来るところかとは思っております。ただ、PＲとかその必要性とかいう話は、今からもっとやっていかなければいけないと思っております。

都留会長　そうですよね。ちょっと聞いたら、その検診を受けて悪い人は、次に医療を受けなければいけないだとか、そういうことにもつながりますから、検診だけの問題ではないのですね。病院に通わなければいけないとかになるとなかなか難しいところがあると思いますが、お知恵を出してよろしくお願いいたします。

では、議事の２の特定健康診査等の実施計画案につきましては、本協議会と致しましては、ご賛同を得たものとしてよろしいでしょうか、はい、それでは次にその他として事務局のほうから、協議会の意見を聞きたい案件がもう一つあるとのことですので、事務局の方ご説明をお願い致します。

事務局(四橋課長補佐)　時間も過ぎているようでございますが、今ご説明いただきましたように昨年の９月、協議会でもご批評いただいたのですが、保険料の所得割りの算定方式について、今回も資料を見ていただいて、ご議論いただきたいということで、資料４ということで資料をお出ししておりますので、そっちのほうをご覧いただきたいと思います。順を追って説明させていただければと思います。それでは１ページからご覧いただければと思います。１ページ目は昨年９月に出しました資料と同じです。ここにつきましては保険料算定の仕組みということを示しております。

２つの黒丸がございます。真ん中の辺と下のほうですね。真ん中の黒丸は保険料の料率の仕組みを説明したものです。その年度に見込まれる医療費です。そのための国からの、国・県支出金とか、市の繰入金であるとかいう財源がございます。その中で保険料としていただく部分が出てまいります。この保険料としていただく部分は、今広島市では所得割、均等割、平等割という３つのものから算定するということで計算しております。

所得割のほうは、一応その保険料の内の５０％部分を所得割として保険料として掛けさせてもらいますよということで、その全体の保険料の内の所得割部分の５０％を加入者の皆さんの市民税の所得割額の総額で割って所得割の率を出す。

均等割でいいますと、お一人お一人にかかる保険料というわけですが、ここは全体の保険料の４割利部分を加入者の数で割って、一人当たりの均等割を出す。　

平等割、これは一つの世帯ということに対しての料率でございますが、全体の１０％部分を世帯数で割って、１世帯当たりの平等割を出す。この所得割料率、均等割額、平等割額、これがその年度の料率ということで決まってまいります。その料率に基づきまして、下の２つ目の黒丸ですが、各世帯の保険料を算定するということで、その表に掲げておりますように、例えば所得割で申しますと、１９年度でいえば、１９年度の市民税の所得割額に対して２，２１倍する。均等割でいいますと加入者1人につき料率である３万２千４０円をかけたもの、あるいは、平等割１世帯につき1万３千２３８円、この３つを足したものが1つの世帯に成ってまいります。限度額は一応５３万円、これは１９年度でございます。来年度は先ほど予算のときに説明させてもらいましたように、医療分、今度は後期高齢者支援等賦課分というのが加わってきますので、医療分は４７万円に変わるという予定になっております。

こういう仕組みで保険料を計算するということで、広島市の場合には、所得割の部分ですが、市民税の所得割額というものを算定の基礎とさせてもらっていることで、一応、住民税方式を採用しているという方法で算定させてもらっているということでございます。

続きまして、２ページ目をご覧いただければと思います。ここも昨年の９月に示させてもらった資料でございますが、保険料所得割の算定方式ということで、先ずカッコ１の法令の規定ということで、国民健康保険法の施行令のほうに３つの方式が決められております。

ア　旧ただし書き方式といいますが、これは総所得金額から基礎控除３３万円を引いたものの所得、旧ただし書き所得といいますが、これに対して料率をかける方式。

イ　次に本文方式といいますが、その旧ただし書き方式、基礎控除を引いたものから、扶養控除であるとか、社会保険料控除であるとかいうようなものを引いて、課税所得が出てきます。税金の基になる課税所得ですね。その課税所得に対して保健料率をかけて計算する方式、これを本文方式といいます。

ウ　次が住民税方式、広島市が採用している方式ですが、その課税所得に対して住民税率をかけて、その住民税の所得割が出てきます。これは県民税と市民税がありますが、広島市の場合はここで市民税の所得割額を基にしているということになりますが、その出てきた住民税所得割額に対して料率をかけて計算する方式、これが住民税方式。この３つが一応、法に定められた方式になっております。

（２）ですが、今、日本全国で約１千８００あまりの保険者がございまして、ほとんどが旧ただし書き方式を採用している。本文方式はもう一つ、後残りの３９、この中には東京都２３区が入っておりますが、３９の保険者のほうで、広島市と同じように住民税方式を採用しているところがるというところ、ほとんどの市町村が所得から算定する方式を採用しているという状況でございます。

（３）所得割算定方式のメリット・デメリットということで整理させてもらっておりますが、本文方式というのはほとんど住民税方式と一緒ですので、ここでは旧ただし書き方式と住民税方式で整理させてもらっております。旧ただし書き方式、所得から算定するという場合にメリット、デメリットを整理していますが、所得から算定しますと、中間所得層の負担が軽いとか、税制改正の影響を受けにくいというメリットがあります。反面、低所得者層、扶養家族の居られる世帯、所得から計算しますので扶養控除だとか、社会保険料控除をする前の所得で計算するということになりますので、やはり低所得者層、扶養家族の居る世帯の負担がおのずと重くなってくるというデメリットがあります。

反面、住民税方式でいいますと、メリットで低所得者層、扶養家族のある世帯が軽くなってくる。各種控除などをしてきますと、税金がかかるか、かからないかによって所得割が変わってくるか、どうかということがありますので、おのずと低所得者層、扶養家族のある世帯の方が軽くなってくる。そのかわり、所得があって、いくら控除しようと税金がかかってくるような所得のある方は中間所得層と言わせてもらっていますが、そこら辺の階層の方の負担が重くなってくる。あいるいは、各種控除であるとか、税率であるとかいうような、保険料を算定する間に、その計算をする過程がいろいろありますので、その過程でいろいろな税制改正の影響が、どこが変わっても影響が出てくるということで、税制改正の影響を受けやすいというようなデメリットがございます。

３の住民税方式を採用している他都市の状況で、別紙１の４ページをご覧いただければと思います。これは先ほど申し上げたように、東京都２３区を含めて３９の保険者が今、住民税方式を採用しておりますが、この都市が算定方式について何か検討をしているか、どうかということで調査した結果です。東京都特別区の２３区ですが、こちらは２２年度に旧ただし書き方式に移行の予定ということで、今準備を進めているというふうに聞いています。豊橋市・調布市、二重丸がついているところ、ここは住民税方式から旧ただし書き方式に年度は違いますが移行しようということで決めて準備を進められているとお聞きしています。岡﨑市・藤沢・葉山町の三角のところ、ここは今どういうふうにしようかと検討はしているとお聞きしております。X印がついているところは特に検討するとかの特段の動きはないということで、住民税方式を採用していく予定だとお聞きしております。今、住民税方式を採用しているところの状況はこういう状況でございます。戻っていただきまして、３ページをご覧いただければと思います。

４　本市の保険料賦課の状況等について、世帯数の分布を表にしておりますが、昨年、１９年度当初、６月の当初賦課の段階ですが、左の区分のところで7割軽減・5割軽減・２割軽減・軽減なし世帯という区分で、右のほうで未申告・応益割のある世帯・所得割のある世帯ということで整理させてもらったものですが、この中で２１万６千弱の世帯で、１万２千余り世帯が未申告のない世帯ということで、これは勿論、当然未申告ということであれば軽減はございません。市税所得割もかかっていないということになります。応益割のみの世帯ということで約１０万世帯弱ございます。約４４％ございますが、この世帯が7割・５割・２割の軽減もありますし、所得の制限忌避に該当しないということで、軽減のない世帯というような区分で整理になります。それと所得割のある世帯ということで約１１万弱のところに市民税がかかっていることによって所得割がかかっている世帯が約５０％近くございます。

この中で広島市が住民税方式から旧ただし書きに変更した場合にはどうなるかということですが、その応益割のみの世帯というのが、真ん中に太い枠で囲っています。９万５千６５９、約４４％台、この中から約２万５千世帯に、新たに所得割が賦課されるということになろうかと思います。これは低所得者層で今市民税はかかっていない、あるいは、それなりの所得があっても、扶養控除・社会保険料控除などで、それが税金がかかるまでには至らないというような世帯に対して、今度は所得で計算することによって新たに所得割がかかるというような世帯が２万５千世帯ぐらいが新たに増えるような状況になる見込みでございます。

（２）で保険料率の推移ということですが、表で１５年度から１９年度、今年度までの料率の推移ということで、均等割・平等割・所得割という表にしております。一応１５年度を１００としたもので、各年度のどれだけの数値で伸び率を示しているかということで見ていただければと思うのですが、１６年度から１８年度の間で、その下に参考で示しておりますが、賦課割合の見直しということで、均等割・平等割合わせて４割、所得割部分で６割というような賦課の割合で保険料を計算しておったのですが、中間所得層の負担が重いのではないかということで中間所得層の負担軽減を図ろうと１６年度から１８年度にかけて段階的にその賦課割合を見直していって、１８年度から均等割・平等割合わせて５割、所得割の部分で５割ということで、均等割の部分が全体の保険料に占める割合が増えております。そういう影響もありまして、均等割の部分が１５年度を１００にした場合に段々と上がってきて１９年度には約４５％分ぐらい均等割の料率が増えているというような状況がございます。

それと参考の部分の②ところでは、これまでに国民健康保険料のほうに影響がありました税制改正ですが、これを参考に１７，１８，１９年度それぞれ税制改正がありましたので、どういう情勢であったかということで、参考にそこに記載させてもらっております。

最後に５ページを見ていただければと思うのですが、保険料の状況がどうなるのか、旧ただし書き方式、所得で計算した場合にどうなるかということで、昨年の９月にも試算資料を見ていただいたのですが、今回、６５歳未満の世帯のところに単身世帯・２人世帯にちょっと追加させてもらって、③の３人世帯、④の４人世帯の試算ということを示させてもらっております。一番上の単身世帯でいいますと、旧ただし書き方式にして、１００万ぐらいまでのところについては保険料が若干増える状況ですが、後は２００万円から８００万円ぐらいの階層でいえば保険料は逆に減ってくるというような状況にございます。

２人世帯でいいますと、扶養控除があったものが、今度は旧ただし書き方式によると、扶養控除・社会保険料控除などが全く加味されなくて、保険料が計算されるということですので、大体４００万円ぐらいまでの収入の世帯では保険料が増えてきて、それを超えるような世帯では減ってくるというような状況でございます。３人、４人世帯ということで段々と家族が増えてきて扶養が増えてくると、旧ただし書き方式では、そういう扶養控除が無視されてくるので、保険料が増えてくるというような傾向になるというのが③、④の３人、４人世帯というところでは見えてくるようになります。一番下の６５歳以上の世帯というところは、ここは年金収入を想定しまして、ほとんどの年金収入の世帯は４００万円を超えるというのはほとんど居られないような状況で、４００万円ぐらいまでの収入で新旧正した場合はどういう状況になるかというところで推計をした資料でございます。はしょった説明で申し訳ありませんが、保険の所得割の算定方式、広島市の場合は住民税、市民税の所得割額を算定にさせてもらっておりますが、非常に税制改正を受けやすいというようなデメリットもございます。広島市のほうでは低所得者層のほうの負担が軽くなるというメリットもありますので、今まで採用してきたという経緯がありますが、近年税制改革が行なわれていろいろ影響を受けているということで、これについて皆さんのご意見を伺いながら、事務局の方でも検討してまいりたいということで昨年９月に引き続き、今日もご意見をいただければということでございます。以上でございます。

都留会長　有難うございました。大変な資料を作成していただきまして、何かこちらが勉強させていただくような状況ですので有難うございました。何かご意見はございませんでしょうか。

はい。

土江委員　これは非常に、国民皆保険を維持するかどうか、大切な問題で、定刻の予定の時間を大幅にオーバーしていて、なおかつこれを協議するには、今日現在の資格証明者数が何人になったとか、そういう資料も出てですね、全委員がいるときに時間を取って、この延長戦の試合でいえば、野球の延長戦のようなとこで、重大なポイントを協議するのじゃないような状態で、再度もう一回説明して、全員がいるときに、今８名しかいないじゃないですか、１４，５名の定員数、ここでやるような問題ではないと思いますので、これは継続審議ということでお願いしたいと思います。

都留会長　はい。分かりました。今おっしゃったように大変重要な問題で、その他の資料も含めて、全体的な話し合いが必要ではないかということなので、次回ということで・・・

土江委員　資格証明者数がどうなったという資料ですね。景気・不景気の問題もあるかもしれないが、賦課割合を変えて、所得割合が減って、均等割が増えたときにどういうふうに資格証明者が増えたとか、そいう資料も含めて協議したいと思います。その辺の資料もお願いします。

都留会長　はい、どうぞ。

事務局(塩満保険年金課長)　今言われた部分の資料は難しいです。今言われたように、こっちにした場合に資格証明者がどうなるかという部分が難しいです。それとは別に、ずぅーとこういった形でご意見下さいということだけでは申しわけないので、次回には市としての案をお示しして、それについてご議論いただくというほうが建設的だろうと思います。次回できるだけ早い時期にセットさせてもらいます。その際には市としての考え、これをお示ししてこれをいかがでしょうかという形で、会長、どうでございましょうか、

都留会長　はい、どうぞ。では要求したい資料がありましたら、今、市のほうに委員の方からお願いしたいと思います。

秦委員　資格証明書とか短期証明書が難しいとおっしゃっていますが、これはいつも出していただいていると思うのです。世帯数と被保険者数、それだけで滞納世帯数とか滞納金額、資格証明書交付の世帯とか、短期保険証の人ということで、今現在１９.７％ぐらい、５人に一人は今、滞納しているわけですね。ですから、そういう点では今、所得で感じていますので広島の国保に加入している方が、どういう所得段階にあって、どういう方が多くて、どういう方が滞納しているのかというのをきちっと出していただきながら、ただ、全体的に旧ただし書き方式になっているということを強調されるような言い方をされると、本当に広島市民の命を守る国保ですから、そこをきちっと案だけではなくて、住民の実態をきちっと把握するような形で行なっていただきたいと思います。

今日お願いしている文書等がありますので、会長の許可を得てということだったのですが、広島がいかに資格証明書を多く出して、そして、この間、亡くなっている方が多いということで、これも是非、今日持って帰っていただいて、次回に検討の材料にしていただきたいと思います。

都留会長　案というのは実態なり数値なりを示されて案を示して下さると思いますので、よろしくお願いいたします。

事務局(塩満保険年金課長)　今、申し上げたのは旧ただし書きにした場合にどうなるという仮想は出来ませんということなのです。それ以外の実績値はもちろんお出ししますし、市が持っている数値、また、これから統計的に整理する数値が必要であれば出しますし、何でも出します。

都留会長　そうですね。私が気になったのは税制の改革がこの間すごいですよね。これに影響を受けるということもありますので、そういうことも含めて、やはり短い時間では出来ないと思いますので、次回、こちらもこれを見て勉強させていただきますのでよろしくお願い致します。

都留会長　資料をそちらが、秦委員が用意下さったのですか、あぁ全員に・・。はい、分かりました。じゃあお配り下さい。欠席なさっている先生は・・・では最後に説明して下さった、これと関係があることなの・・・では、次回の案件がかなり残されたような形になりますが、皆さん方の意見、委員からの意見をふまえて、市で検討して次回の協議会に備えていただきたいと思います。よろしいでしょうか、では、以上をもちまして本日の予定された議題は終了致しましたが、その他にご質問なり何なりありませんでしょうか、あ、これについての説明ですね。

秦委員　「命が守れない」というＮＨＫの「クローズアップ現代」というビデオを、今日、皆さんに持って帰っていただくようにダビングしていただきました。ただ、６本ということで、また後日ということになるのですが、これを見ていただいて次回のときにご意見を聞かせていただければということで、これは広島市の資格証明書がなくなったことが、全国放送で放映されましたので、その点では私も大変ショックを受けました。国保運営協議会の委員として、広島は人を殺すようなところかというような印象を受けました。そういう点では予算というのも大切ですが、一番の基本である国保は一体何のためにあるのかということを原点に戻って、次回考えていただければと思いました。

都留会長　それを用意して下さった・・・全員分、６本ですか、じゃあご希望の方は・・・私は見ていませんのでお借りしてよろしいでしょうか。他にご質問はございませんでしょうか。

では、これをもちまして平成１９年度の第３回広島市国民健康保険運営協議会を閉会したいと思います。

